
公益財団法人　山梨県下水道公社
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【主要事業の概要】
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公共下水道水質測定事
業

平成 ２８

流域下水道維持管理事
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下水道啓発事業
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　当公社は、昭和61年度の富士北麓流域下水道の一部供用開始に際して、これの適正な維持管理を行うた
め、県と関係市町村により設立された。その後、峡東、釜無川及び桂川流域下水道の一部が供用開始し、こ
れらの維持管理を行うとともに、平成24年4月1日より公益財団法人に移行し、下水道の調査研究、下水道
知識の普及啓発、下水道の管理運営並びに下水道排水設備工事責任技術者の認定等を行い、県及び市
町村の下水道行政の推進と県民の健康で文化的な生活に寄与している。
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【 法 人 の 概 要 】

代 表 者 名 所 管 部 （ 局 ） 課 県土整備部都市計画課下水道室

所 在 地 笛吹市石和町東油川字北畑４１７ 電 話 番 号 ０５５－２６３－２７３８

理事長　平井　敏男

法人名

主
な
出
資
者
等

出資順位
1

4
3

6

ホームページＵＲＬ http://www.yamanashi-swc.or.jp

資本金（基本財産） 千円

5

8
7

10 団体（者）

市川三郷町
富士川町

出資者名等
山梨県
笛吹市
南アルプス市
富士河口湖町

2

E-mail ア ド レ ス jimukyoku@yamanashi-swc.or.jo

平成２９年度平成２８年度平成２７年度

2,637,035 2,715,919

74,000

事業費（単位：千円）
内容

富士北麓、峡東、釜無川及び桂川流域下水道に係る施
設の管理運営事業

524

2,976 3,022

2,825,101

243

2,982

設 立 年 月 日 昭和61年4月1日

甲斐市

下水道知識の普及啓発に関する事業

下水の水質測定を行う事業

2,205

74,000

(富士吉田市、忍野村、山中湖村、甲府市、韮崎市、昭和町、都留市、大月市、上野原市、西桂町）



【経営の状況】 （単位：千円）
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 増減

71 21 21 0
0

2,649,316 2,727,517 2,839,042 111,525
3,832 2,228 1,505 △ 723

22 22 0 △ 22
277 262 299 37

2,653,518 2,730,050 2,840,867 110,817
事業費 2,652,152 2,728,925 2,837,288 108,363

うち人件費 171,022 162,107 158,613 △ 3,494
管理費 2,674 2,823 2,988 165

うち人件費 2,322 2,513 2,600 87
経常支出　計　 2,654,826 2,731,748 2,840,276 108,528

△ 1,308 △ 1,698 591 2,289
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

△ 1,308 △ 1,698 591 2,289
△ 22 △ 22 0 22

118,232 116,512 117,103 591
（単位：千円）

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 増減
441,466 426,636 473,776 47,140
244,252 265,009 251,788 △ 13,221
685,718 691,645 725,564 33,919
400,669 387,913 434,106 46,193

0 0 0 0
166,817 187,220 174,355 △ 12,865

0 0 0 0
567,486 575,133 608,461 33,328
118,232 116,512 117,103 591

うち基本財産への充当額 74,000 74,000 74,000 0
うち特定資産への充当額 12,056 13,944 5,769 △ 8,175

（単位：千円）
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 増減

0 0 0 0
人件費補助金 0 0 0 0
人件費以外の補助金 0 0 0 0

0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0

人件費委託金 177,338 164,250 160,862 △ 3,388
人件費以外の委託金 2,464,852 2,556,083 2,670,948 114,865

委託金　計 2,642,190 2,720,333 2,831,810 111,477
2,642,190 2,720,333 2,831,810 111,477

99.6 99.6 99.7 0.1
0
0

内容・目的・金額

富士北麓、峡東、釜無川及び桂川流域下水道の維持管理を実施するため（平成28年度～平成
30年度、9,956,433千円）委託金

債務負担行為

項目

負担金

補助金
（事業費）

補助金
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項　　　　　目
負担金

運営費補助金
事業費補助金

補助金　計

県支出金　計
県の財政的関与の割合（％）
県貸付金残高

財
務
状
況

項　　　　　目
流動資産
固定資産

県債務負担実際残高

資産　計

うち長期借入金

経常外支出
当期経常外増減額
当期一般正味財産増減額
当期指定正味財産増減額
正味財産期末残高

【県の財政的関与の状況（平成２９年度）】

負債　計

経常外収入

正
味
財
産
の
状
況

項　　　　　目
基本財産等運用益
受取会費・受取寄付金
受託事業収益
自主事業収益
受取補助金等
その他の収益

経常収入　計

当期経常増減額

流動負債
うち短期借入金

固定負債



【自己評価・評点集計】：（経営評価算出表により、法人自らが評価した結果を記入）

評価の視点 評価項目数 満点 評点 得点率

目的適合性 3 10 8 80.0%

計 画 性 3 10 10 100.0%

組織運営の
適 正 性 3 10 10 100.0%

財 務 状 況 7 42 32 76.2%

効 率 性 5 18 15 83.3%

21 90 75 83.3%

正味財産増減

流動比率

借入金依存率

債務超過

県の将来負担見込

回収不能債権

県の債務処理補助等

公益認定基準抵触

【出資法人の自己評価】：（各評価の視点毎に、法人自らによる分析・検証の結果及び対応策を記入）

目的適合性

計 画 性

組織運営の
適 正 性

財 務 状 況

効 率 性

総合的評価

対応策

評価ポイント

出資法人が当初の設立目的あるいは公益目的と
適合した業務を行っているかを問う視点

出資法人が長期的ビジョンを持って計画的に事業
運営に取り組んでいるかを問う視点

組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整
備、運用され、かつ情報公開による透明性の確保
が適切であるかを問う視点

出資法人の経営の安全性や収益性を問う視点

出資法人の組織の管理運営上における人的・物的
な経営資源が有効活用されているかを問う視点

【警戒指標数】

目標達成度

概ね健全な財政状況であるが、包括的民間委託の導入及び更なるコスト縮減により経費の削減に
努めていく。また、経営計画に定めた施策を検証しながら事業を推進していくとともに、職員の意識改
革及び下水道技術の向上のため研修事業を継続し、職員の育成に取り組んでいく。

合　　計

当公社では、これまでも公社の設立目的に沿い、計画的な事業運営に取り組み、組織の効率化や
健全な経営に努めてきたが、人口減少の進展や県や市町村の厳しい財政状況を踏まえ、経営の一
層の健全化を図り、適正で効率的な運営を行っていく必要がある。

流域下水道の財政計画に基づき業務を遂行し、経営計画の策定により、それに沿った実施に取り組
んでいる。

流域下水道の良好且つ効率的な維持管理を実現するとともに、下水道技術の調査研究や下水道知
識の普及啓発等を積極的に実施し、県下の下水道行政の推進に寄与している。

組織、人事、財務等の業務管理も、県と密接な連携による執行体制をとっている組織である。また、
活動内容の情報公開を積極的に行い、組織機能を十分発揮できる体制となっているとともに、職員
の能力開発・育成を積極的に行っている。

当公社が行う事業は、わずかな自主事業を除いて、県や市町村からの受託事業であり、しかも、そ
のほとんどが4流域の浄化センターに係る県からの維持管理費である。また、その財源は構成市町
村からの負担金により賄っており、毎年度経費と委託料は精算方式としている。このため、財政状況
は毎年度ほとんど変化がなく、安定したものとなっている。

当公社では、適正な規模の組織体制、必要最小限の人員を配置し、円滑に運営を行うとともに、コス
ト縮減を行い経費の抑制に努めている。
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【法人担当部局の所見】：（法人所管部局による各評価の視点毎の分析、評価）

目的適合性

計画性

組織運営の
適正性

財務状況

効率性

総合的評価

【総合評価】：（経営評価委員会、経営検討委員会による総合評価）
A 得点率８０％以上かつ警戒指標なし

B 得点率７０％以上８０％未満または警戒指標が１

％ C 得点率６０％以上７０％未満または警戒指標が２

D 得点率６０％未満または警戒指標が３以上

【総合所見等に対する今後の対応方針】

下水道公社は、県及び関係市町村と連携を図りながら、その設立目的に合致した業務を行っ
ている。主たる業務である流域下水道施設の適切な維持管理、計画的事業運営、適正な組織
運営を実施している。経営状況の健全性は総じて確保されているが、引き続き平成27年度に
策定した経営計画(H28-H30)に基づき、経営の効率化に取り組む必要がある。
また職員の意識改革、下水道技術の向上及び大規模災害対応のために、研修や訓練を継続
し、職員の育成にも取り組んでいく必要がある。

・県内４流域の維持管理について、平成３１年度以降も包括的民間委託を引き続き実施し、経費の縮減や修
繕費などの管理経費の抑制に努めていく。
・今後も公益財団法人として収支相償の原則に基づき収入支出の計画的な執行を徹底し、安定した経営の維
持に取り組んでいく。

県及び関係市町村と密接に連携を図りながら、高い専門技術を用いて、流域下水道の維持管
理を効果的かつ効率的に実施すると共に、下水道技術の調査研究や下水道の普及啓発活動
等を積極的に実施し、公社の設立目的あるいは公益目的に合致した業務を行っている。
設定したコスト縮減目標が継続的に達成されるよう今後も取り組んでいく必要がある。

平成27年度に、経営の健全化を目的として策定した「経営計画（H28～H30）」に基づき計画的
な事業運営に取り組んでいる。引き続き、目標の達成状況の確認や分析、計画の見直しなどを
積極的に行っていく必要がある。

事業活動等に関する情報を広く公開するなかで、個人情報等の流出に留意した管理を徹底す
るなど、組織・人事・財務等の内部管理体制が適切に整備・運用されている。また各職員の自
主性・創造性を引き出す体制や業務の遂行状況をチェックできる体制を整備している。

下水道公社は、流域下水道の維持管理を主な業務として設立された法人であり、県からの業
務委託による維持管理費については精算し収益を残さない仕組みとなっている。また、当期経
常増減額はプラスとなり、経営状況は健全であると評価できる。

運転操作監視業務、保守点検業務、物品の調達・管理業務等に関して包括的民間委託方式
を、峡東、富士北麓、釜無川浄化センターで実施、桂川清流センターでは試行導入し、コスト縮
減に積極的に取り組んでいる。

警 戒 指 標 数

得 点 率 83.3
0

A

・流域下水道接続市町村の負担金が公社の収入の財源となっているため、安定した経営を維
持している。
・平成２９年度は、資産の運用方法について、安全性に配慮した運用要綱を定め、経営の安全
性向上に取り組んだことから、財務状況の評価が向上した。
・今後、設備の老朽化に伴う修繕費の増加が見込まれるとともに、将来的な人口減少も踏まえ
る中、事業費の増加による住民負担増を抑えるよう努める必要があることから、引き続き、包括
的民間委託による経費の縮減や管理経費の抑制等による経営の効率化に取り組んでいく必要
がある。

総合的所見

総合評価
ラ　ン　ク


